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法人名： NPO法人日本家族関係・人間関係サポート協会

貸借対照表
2025　年　6　月　30　日　現在

(単位：円)

科　　目 金　　額

Ⅰ 資産の部

1. 流動資産

現金預金 7,945,295

前払費用 0

流動資産合計 7,945,295

2. 固定資産

固定資産合計 0

資産合計 7,945,295

Ⅱ 負債の部

1. 流動負債

未払金 143,880

預り金 47,127

流動負債合計 191,007

2. 固定負債

固定負債合計 0

負債合計 191,007

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産 4,983,502

当期正味財産増減額 2,770,786

正味財産合計 7,754,288

負債及び正味財産合計 7,945,295



法人名： NPO法人日本家族関係・人間関係サポート協会

財産目録
2025　年　6　月　30　日　現在

(単位：円)

科　　目 金　　額

Ⅰ 資産の部

1. 流動資産

現金預金

GMOあおぞらネット銀行 7,375,793

PayPal 434,600

Stripe 134,902

流動資産合計 7,945,295

2. 固定資産

固定資産合計 0

資産合計 7,945,295

Ⅱ 負債の部

1. 流動負債

未払金

杉原三奈子 50,110

オフィス松村 93,770

預り金

源泉所得税 47,127

流動負債合計 191,007

2. 固定負債

固定負債合計 0

負債合計 191,007

正味財産 7,754,288



法人名： NPO法人日本家族関係・人間関係サポート協会

活動計算書
2024　年　7　月　1　日　から　2025　年　6　月　30　日　まで

(単位：円)

科　　目 金　　額

 I  経常収益

1. 受取会費

正会員受取会費 3,845,000

賛助会員受取会費 60,000 3,905,000

2. 受取寄附金

受取寄附金 21,000 21,000

3. 事業収益

相談事業収益 3,000

支援者育成事業収益 1,032,354

教育・普及啓蒙事業収益 3,308,464 4,343,818

4. その他収益

受取利息 4,806

雑収益 190 4,996

　　経常収益計 8,274,814

 II  経常費用

1. 事業費

（1）人件費

人件費計 0

（2）その他経費

業務委託費 2,230,635

旅費交通費 504

通信運搬費 1,620

消耗品費 9,250

諸会費 50,000

研修費 55,800

支払手数料 96,360

その他経費計 2,444,169

事業費計 2,444,169

2. 管理費

（1）人件費

役員報酬 1,800,000

法定福利費 171,654

人件費計 1,971,654

（2）その他経費

業務委託費 87,500

交際費 19,800

旅費交通費 104,682

通信運搬費 118,141

消耗品費 13,050

諸会費 10,000

支払手数料 621,954

広告宣伝費 113,078

その他経費計 1,088,205

管理費計 3,059,859

　　経常費用計 5,504,028

当期正味財産増減額 2,770,786

前期繰越正味財産額 4,983,502

 　　 次期繰越正味財産額 7,754,288



財務諸表の注記

1. 重要な会計方針

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6） 消費税等の会計処理

2. 事業別損益の状況

事業別損益の状況は以下の通りです。

ボランティアによる役務の提供

ボランティアによる役務の提供は、「４．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳」として注記しています。

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。また計上額の算定方法は「３．施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています。

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（２０１０年７月２０日　２０１7年１２月１２日最終改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

貸倒引当金は、過去の実績、および滞留状況を基準に計上しています。

棚卸資産は低価法により評価しています。原価は平均法により算出しています。

棚卸資産の評価方法

貸倒引当金の計上基準
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